
ＩＣＴ施工導入支援助成金交付要綱 

 

令和３年８月 31日 建設局長決裁 

 令和４年９月 22 日 一部改定   

令和６年３月 13日 一部改定   

 

 

(目的） 

第１条 この要綱は、建設業界における働き方改革の推進や現下の厳しい担い手不足に鑑み、建設

産業の将来にわたる持続可能な体制維持に向け、ＩＣＴ施工の普及・定着による建設現場の生産

性向上を図るべく、ＩＣＴ施工の導入を目指す企業を支援するための助成金の交付に関して、必

要な事項を定めることを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この要綱における用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 「ＩＣＴ施工」とは、起工測量、設計データ作成、建設機械による施工、施工管理、納品

の各段階でＩＣＴ技術を活用し施工するものとして、国土交通省の関係要領に準ずるものをい

う。 

 (2) 「対象事業主」とは、次のⅰからⅲのいずれにも該当する者をいう。 

ⅰ 市内業者（札幌市内に建設業許可における主たる営業所を有する者）で、当年度又は過去５

年の間に札幌市発注工事の契約実績がある者。 

ⅱ 札幌市税に滞納がない者。 

ⅲ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に

規定する暴力団員又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他

同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）でない

者。 

 

（助成の対象となる取組） 

第３条 前条で定める対象事業主が、ＩＣＴ施工の導入を目指すために行う施工及び人材育成に関

する取組のうち、別表１（ア）の①から③のいずれか（複数選択可）に該当する取組とする。た

だし、国（独立行政法人を含む）や他の自治体等から同様の助成金を受けているもの（受けるこ

とが決定しているものを含む）については、助成の対象とはならない。 

 

（助成金額） 

第４条 前条に掲げる取組について、予算の範囲内において対象事業主に対して、取組内容に応じ

て別表１（イ）に示す金額を助成するものとする。ただし、別表１（ウ）を同一年度内における

各対象事業主の助成金額の上限とする。 

 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を申請しようとする対象事業主は、「ＩＣＴ施工導入支援助成金交付申請書



（様式１）」及び「ＩＣＴ施工導入に係る実施計画書（様式２－①～③）」のほか、別表２

（エ）に示す書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定等） 

第６条 市長は申請を受理したときは、その内容を審査し、その結果を「ＩＣＴ施工導入支援助成

金交付（不交付）決定通知書（様式３）」により、対象事業主に通知するものとする。 

２ 対象事業主は、助成金の交付決定を受けた後、申請内容に変更が生じたときは、その内容を速

やかに市長に対して報告し、必要に応じて前条で定める書類を提出しなければならない。 

 

（成果の報告） 

第７条 実施計画書に掲げた取組の実施後、対象事業主は「ＩＣＴ施工導入支援に係る成果報告書

（様式４及び様式４－別紙①～③）」のほか、別表２（オ）に示す書類を添えて、市長に提出し

なければならない。(申請を行った年度の末日である３月31日までに報告する) 

 

(審査) 

第８条 市長は前条に基づく報告受けた後、その内容を審査し、適当と認められる場合は、助成金

を交付するものとする。 

 

（調査等への協力） 

第９条 対象事業主は、この要綱による助成金の交付等に関して、必要な調査等を市長が行うとき

にはこれに協力しなければならない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第10条 市長は、助成金の交付決定を受けた対象事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、

助成金の交付決定の一部又は全部を取り消すことができ、助成金を交付している場合は返還を求

めることができる。取消しにあたっては、「ＩＣＴ施工導入支援助成金交付決定取消通知書（様

式５）」により対象事業主に対し通知するものとする。 

(1) 実施計画に掲げた取組の実施を確認できないとき。 

(2) 虚偽、その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(3) 助成金を目的以外の用途に使用したとき。 

(4) 第９条に基づく調査に協力を得られないと認めたとき。 

(5) その他市長が不適切と認める事由が生じたとき。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年９月 １日から施行する。 

この要綱は、令和４年９月 22 日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月 １日から施行する。 

  



別表１ 

対象となる取組（ア） 助成金額（イ） 
年度内上限

（ウ） 

① ＩＣＴ

施工の実践 

当年度の札幌市発注工事※１（ＩＣＴ活用工

事として発注されているもの※2を除く）に

おいてＩＣＴ施工を実践するもので、以下

の全てを満たすもの 

・ＩＣＴ施工に関して発注者と協議済みで

あるもの 

・起工測量、設計データ作成、建設機械に

よる施工、施工管理、納品のうち、いず

れか１つ以上を実施するもの 

50 万円 1 企業 1回 

② 研修等

への参加 

雇用している技術者が、ＩＣＴ施工に関連

する研修（セミナー、操作説明会を含む）

等を受講するもので、以下のいずれかを満

たすもの 

・国、地方公共団体、関連業界団体が主

催、共催、もしくは後援するもの 

・建設系ＣＰＤ協議会加盟団体の認定プロ

グラムとなっているもの 

3 万円/人・回 １企業 9万円 

③ 社内研

究・研修等

の開催 

対象事業主が、ＩＣＴ施工に関連する社内

研修、社内報告会等を開催するもので、以

下のいずれかを満たすもの 

・外部専門家（建設機械のメーカーやリー

ス会社の担当者、または、これらと同等

の技術的知見を有する者）を招いた社内

研修 

・雇用している技術者（ＩＣＴ施工又は関

連する研修の実績がある者）による社内

報告会 

3 万円/回（参加者が

10 人未満の場合） 

 

6 万円/回（参加者が

10 人以上の場合） 

１企業 9万円 

※１「当年度の札幌市発注工事」には、ゼロ市債工事や繰越工事など、前年度に契約を締結し当年

度に施工を行う工事を含む。 

※２「ＩＣＴ活用工事において発注されているもの」とは、一部でも設計変更対象となるＩＣＴ施

工を実施した工事である。 

  



別表２ 

対象となる

取組（ア） 
申請書類（エ） 報告書類（オ） 

① ＩＣＴ

施工の実践 

●交付申請書（様式１） 

●実施計画書（様式２－①） 

●添付資料 

・当年度の札幌市発注工事の契約書（名

称、金額、工期がわかるページの写し） 

・関係図面（施工範囲、予定数量がわか

るもの） 

・その他市長が必要と認める書類 

●成果報告書（様式４、様式４－別紙①） 

●添付資料 

・実施状況写真 

・その他市長が必要と認める書類 

② 研修等

への参加 

●交付申請書（様式１） 

●実施計画書（様式２－②） 

●添付資料 

・募集案内チラシ 

・参加申込書（写） 

・雇用関係証明書（写） 

・当年度又は過去５年間の札幌市発注工

事の契約書（名称、金額、工期がわか

るページの写し） 

・その他市長が必要と認める書類 

●成果報告書（様式４、様式４－別紙②） 

●添付資料 

・受講証明書 

・CPD 記録の登録承認が確認できる書類（登

録記録証明書、登録承認通知、登録プログ

ラム一覧表等） 

 注）CPD 認定プログラムの場合のみ 

・その他市長が必要と認める書類 

③ 社内研

究・研修等

の開催 

●交付申請書（様式１） 

●実施計画書（様式２－③） 

●添付資料 

・当年度又は過去５年間の札幌市発注工

事の契約書（名称、金額、工期がわか

るページの写し） 

・その他市長が必要と認める書類 

●成果報告書（様式４、様式４－別紙③） 

●添付資料 

・参加者名簿 

・実施状況写真 

・配布資料（テキスト等） 

・その他市長が必要と認める書類 

※複数の取組を実施する場合、重複する書類の提出は不要。 


